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各都道府県知事 
各指定都市の長 様 

国土交通省都市局長    
    

 
都市計画運用指針の改正について 

 
今般、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律（令和２年法律第４１号。以下「第十次一括法」という。）が、令和２年６月

１０日に公布され、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の改正については、同日に施

行されました。 

本改正により、町村の都市計画の決定に係る都道府県知事の同意が廃止されましたが、都

道府県と市町村の間の協議自体は、広域的観点及び都道府県決定計画との整合性確保の観

点から、引き続き必要とされており、都道府県と市町村の間の協議に関するルールに基づい

て円滑に行う必要があります。 

以上の点を踏まえ、第十次一括法による都市計画法の改正に伴い、都市計画運用指針（平

成１２年１２月２８日付け建設省都計発第９２号建設省都市局長通知）の一部を別添新旧

対照表のとおり改正し、令和２年６月１０日から施行いたしますので通知します。 

なお、都市計画運用指針は、地方自治法 245 条の４の規定に基づき行う技術的な助言の性

格を有するものであり、各地方公共団体におかれましては、引き続き、今後の都市計画制度

の運用に当たって、参考としていただくようお願いします。 

また、都道府県におかれましては、貴管内市町村（指定都市を除く。）に対して、本通知

を周知いただくようお願いします。 

改正後の指針については、国土交通省のホームページに掲載されているので、適宜ご活

用ください。 

以 上  
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都市計画運用指針改正（新旧対照表）

（別添）

改 正 案 現 行

Ⅲ．都市計画制度の運用に当たっての基本的考え方 Ⅲ．都市計画制度の運用に当たっての基本的考え方

Ⅲ－１ 都市計画の意義 Ⅲ－１ 都市計画の意義
都市計画は、都市内の限られた土地資源を有効に配分し、建築敷地、基 都市計画は、都市内の限られた土地資源を有効に配分し、建築敷地、基

盤施設用地、緑地・自然環境を適正に配置することにより、農林漁業との 盤施設用地、緑地・自然環境を適正に配置することにより、農林漁業との
健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を 健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を
確保しようとするものである。 確保しようとするものである。
このためには、様々な利用が競合し、他の土地の利用との間でお互いに このためには、様々な利用が競合し、他の土地の利用との間でお互いに

影響を及ぼしあうという性格を有する土地について、その合理的な利用が 影響を及ぼしあうという性格を有する土地について、その合理的な利用が
図られるよう一定の制限を課する必要があるが、都市計画法に基づく都市 図られるよう一定の制限を課する必要があるが、都市計画法に基づく都市
計画はその根拠として適正な手続に裏打ちされた公共性のある計画として 計画はその根拠として適正な手続に裏打ちされた公共性のある計画として
機能を果たすものである。 機能を果たすものである。
このような都市計画法の都市計画に基づく規制手法は、これまで人口が このような都市計画法の都市計画に基づく規制手法は、これまで人口が

増加する中で、無秩序な都市化をコントロールするとともに、効率的な都 増加する中で、無秩序な都市化をコントロールするとともに、効率的な都
市基盤の整備を実現するという役割を果たしてきた。 市基盤の整備を実現するという役割を果たしてきた。
しかし、安定・成熟した都市型社会にあっては、全ての都市がこれまで しかし、安定・成熟した都市型社会にあっては、全ての都市がこれまで

のような人口増を前提とした都市づくりを目指す状況ではなくなってきて のような人口増を前提とした都市づくりを目指す状況ではなくなってきて
おり、都市の状況に応じて既成市街地の再構築等により、都市構造の再編 おり、都市の状況に応じて既成市街地の再構築等により、都市構造の再編
に取り組む必要があるが、その取組においては他の都市との競争・協調と に取り組む必要があるが、その取組においては他の都市との競争・協調と
いう視点に立った個性的な都市づくりへの要請の高まりに応えていかなけ いう視点に立った個性的な都市づくりへの要請の高まりに応えていかなけ
ればならない。さらには、幅広く環境負荷の軽減、防災性の向上、バリア ればならない。さらには、幅広く環境負荷の軽減、防災性の向上、バリア
フリー化、良好な景観の保全・形成、歩いて暮らせるまちづくり等、都市 フリー化、良好な景観の保全・形成、歩いて暮らせるまちづくり等、都市
が抱える各種の課題にも対応していく必要性が高まってこよう。 が抱える各種の課題にも対応していく必要性が高まってこよう。
このような中で都市が抱える課題に対応するためには、特に人口が減少 このような中で都市が抱える課題に対応するためには、特に人口が減少

に転じ、地域によっては新たな建築行為等が行われにくくなっていること に転じ、地域によっては新たな建築行為等が行われにくくなっていること
を踏まえれば、規制に加えて、民間の活動や投資を誘導するという観点が を踏まえれば、規制に加えて、民間の活動や投資を誘導するという観点が
必要であり、規制と誘導策とを一体として講じていくことが重要である。 必要であり、規制と誘導策とを一体として講じていくことが重要である。
具体的には、都市計画法の都市計画は、規制を通じて都市全体の土地の 具体的には、都市計画法の都市計画は、規制を通じて都市全体の土地の

利用を総合的・一体的観点から適正に配分することを確保するとともに、 利用を総合的・一体的観点から適正に配分することを確保するとともに、
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誘導策の基礎となるべきものである。また、特に都市再生特別措置法（平 誘導策の基礎となるべきものである。また、特に都市再生特別措置法（平
成１４年法律第２２号。以下「都市再生法」という ）第８１条の規定に基 成１４年法律第２２号。以下「都市再生法」という ）第８１条の規定に基。 。
づく住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画 以下 立 づく住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画 以下 立（ 「 （ 「
地適正化計画」という ）は、都市全体を見渡しながら今後の都市像を描き 地適正化計画」という ）は、都市全体を見渡しながら今後の都市像を描き。 。
公共施設のみではなく住宅及び医療・福祉・商業等の民間の施設も対象と 公共施設のみではなく住宅及び医療・福祉・商業等の民間の施設も対象と
してその誘導を図るための制度である。従来から、都市計画法に基づく都 してその誘導を図るための制度である。従来から、都市計画法に基づく都
市計画と関連する諸制度により、都市づくりが行われてきたところである 市計画と関連する諸制度により、都市づくりが行われてきたところである
が、立地適正化計画は法１８条の２の規定に基づく市町村の都市計画に関 が、立地適正化計画は法１８条の２の規定に基づく市町村の都市計画に関
する基本的な方針（以下「市町村マスタープラン」という ）とみなされる する基本的な方針（以下「市町村マスタープラン」という ）とみなされる。 。
など都市計画法と一体的に機能させるべきものとして新たに創設されたと など都市計画法と一体的に機能させるべきものとして新たに創設されたと
ころであり、今後は、立地適正化計画を初めとする誘導策と都市計画法に ころであり、今後は、立地適正化計画を初めとする誘導策と都市計画法に
基づく土地利用規制や開発許可を一体的に運用し、これまで以上に「広義 基づく土地利用規制や開発許可を一体的に運用し、これまで以上に「広義
の都市計画制度」による都市づくりを進めていくことが求められる。 の都市計画制度」による都市づくりを進めていくことが求められる。
また、都市計画を定めたとしても、計画に従った開発が必ずしも実現し また、都市計画を定めたとしても、計画に従った開発が必ずしも実現し

ない（施設整備が行われない、空地等が確保されない等）といった状況が ない（施設整備が行われない、空地等が確保されない等）といった状況が
見受けられることを踏まえると、規制手法と、その実効性を担保する制度 見受けられることを踏まえると、規制手法と、その実効性を担保する制度
である都市施設等整備協定を組み合わせ、当該都市計画の実現を図ってい である都市施設等整備協定を組み合わせ、当該都市計画の実現を図ってい
くことが重要となる。 くことが重要となる。
さらに、都市計画の対象は、住民に身近な市街地環境の整備又は保持に さらに、都市計画の対象は、住民に身近な市街地環境の整備又は保持に

関連する事項から、広域的な観点に立って計画又は調整されるべき事項ま 関連する事項から、広域的な観点に立って計画又は調整されるべき事項ま
で多様な性格を有しており、都市計画は、これらの多様な計画がそれぞれ で多様な性格を有しており、都市計画は、これらの多様な計画がそれぞれ
の役割を的確に担いつつ、一体として総合的に機能するものでなければな の役割を的確に担いつつ、一体として総合的に機能するものでなければな
らない。これらの多様な都市計画は、その性格に応じ決定主体が都道府県 らない。これらの多様な都市計画は、その性格に応じ決定主体が都道府県
又は市町村に区分されており、市町村が決定する都市計画については、都 又は市町村に区分されており、市町村が決定する都市計画については、都
道府県知事の協議の手続が設けられている。都市計画の決定又は変更に当 道府県知事の協議又は同意の手続が設けられている。都市計画の決定又は
たっては、当該手続等を通じて、地域の主体性と広域的な整合性の両者を 変更に当たっては、当該手続等を通じて、地域の主体性と広域的な整合性
確保することが必要であり、このため、都道府県又は市町村が都市計画制 の両者を確保することが必要であり、このため、都道府県又は市町村が都
度上のそれぞれの役割を適切に認識して対応することが重要である 即ち 市計画制度上のそれぞれの役割を適切に認識して対応することが重要であ。 、
都市計画の決定又は変更に当たっては、市町村や住民等の主体的判断がで る。即ち、都市計画の決定又は変更に当たっては、市町村や住民等の主体
きる限り尊重される必要があるとともに、併せて、都道府県が一の市町村 的判断ができる限り尊重される必要があるとともに、併せて、都道府県が
の区域を超える広域的な見地から適切な判断を行うことが必要である。 一の市町村の区域を超える広域的な見地から適切な判断を行うことが必要

である。

Ⅲ－２ 運用に当たっての基本的考え方 Ⅲ－２ 運用に当たっての基本的考え方

１． （略） １． （略）



- 3 -

２．市町村の主体性と広域的な調整 ２．市町村の主体性と広域的な調整

、 、 、 、都市計画の決定に当たっては 市町村が中心的な主体となるべきであり 都市計画の決定に当たっては 市町村が中心的な主体となるべきであり
市町村の区域を超える特に広域的・根幹的な都市計画についてのみ、都道 市町村の区域を超える特に広域的・根幹的な都市計画についてのみ、都道
府県が決定することとしている。従って、都道府県が都市計画を決定する 府県が決定することとしている。従って、都道府県が都市計画を決定する
ときは、市町村との十分な連携・調整を図るべきであり、特に市町村から ときは、市町村との十分な連携・調整を図るべきであり、特に市町村から
の案の申出がある場合には、当該案の熟度や地域の実情等を十分に踏まえ の案の申出がある場合には、当該案の熟度や地域の実情等を十分に踏まえ
適切に都市計画を決定することが望ましい。 適切に都市計画を決定することが望ましい。
なお、市町村が決定主体である都市計画についても、当該都市計画が当 なお、市町村が決定主体である都市計画についても、当該都市計画が当

該市町村の区域を超えて広域的に影響を及ぼす場合や、関係市町村間で必 該市町村の区域を超えて広域的に影響を及ぼす場合や、関係市町村間で必
、 、 、 、ずしも利害が一致しないと認められる場合等必要な場合には 都道府県は ずしも利害が一致しないと認められる場合等必要な場合には 都道府県は

当該都市計画についての協議に当たり、広域の見地からの調整を図る観点 当該都市計画についての協議又は同意に当たり、広域の見地からの調整を
、 、から、適切な判断が行えるよう他の関係市町村の意見を聴くなど、必要な 図る観点から 適切な判断が行えるよう他の関係市町村の意見を聴くなど

情報の収集に努めることが必要である。 必要な情報の収集に努めることが必要である。

３．～６． （略） ３．～６． （略）

Ⅲ－３ （略） Ⅲ－３ （略）

Ⅳ 都市計画制度の運用の在り方 Ⅳ 都市計画制度の運用の在り方

Ⅳ－１ （略） Ⅳ－１ （略）

Ⅳ－２ 都市計画の内容 Ⅳ－２ 都市計画の内容

Ⅳ－２－１ 土地利用 Ⅳ－２－１ 土地利用

Ⅰ） （略） Ⅰ） （略）

Ⅱ） 個別の事項 Ⅱ） 個別の事項

～Ｃ． （略） ～Ｃ． （略）Ａ． Ａ．

Ｄ．地域地区（法第八条関連） Ｄ．地域地区（法第八条関連）
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１．～ （略） １．～ （略）１９． １９．

２０．生産緑地地区 ２０．生産緑地地区

１． （略） １． （略）

２．生産緑地地区の決定・変更 ２．生産緑地地区の決定・変更

（１） （略） （１） （略）

（２）生産緑地地区の計画に当たっての留意点 （２）生産緑地地区の計画に当たっての留意点

①・② （略） ①・② （略）

、③ 生産緑地地区に関する都市計画の協議をするに当たっては、都道府 ③ 生産緑地地区に関する都市計画の協議又は同意をするに当たっては
県の都市計画担当部局は、あらかじめ、農林水産担当部局及び自然環 都道府県の都市計画担当部局は、あらかじめ、農林水産担当部局及び
境を保全する観点から環境保全担当部局と緊密な連絡調整を行うこと 自然環境を保全する観点から環境保全担当部局と緊密な連絡調整を行
が望ましい。 うことが望ましい。

④～⑥ （略） ④～⑥ （略）

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略）

３．～９． （略） ３．～９． （略）

２１ ・２２． （略） ２１ ・２２． （略）． ．

Ｅ ・Ｆ． （略） Ｅ ・Ｆ． （略）． ．

Ｇ．地区計画（法第１２条の５関係） Ｇ．地区計画（法第１２条の５関係）

１．地区計画に関する都市計画を定めるに当たっての基本的な考え方 １．地区計画に関する都市計画を定めるに当たっての基本的な考え方

（１）基本的な考え方について （１）基本的な考え方について

①～⑤ （略） ①～⑤ （略）
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⑥ 市街化調整区域における地区計画については、広域的な運用の統一 ⑥ 市街化調整区域における地区計画については、広域的な運用の統一
性を確保し、区域区分の主旨を踏まえ、市街化調整区域における秩序 性を確保し、区域区分の主旨を踏まえ、市街化調整区域における秩序
ある土地利用の形成を図る観点から、あらかじめ都道府県が協議に当 ある土地利用の形成を図る観点から、あらかじめ都道府県が協議又は

、 、たっての判断指針等を作成し、市町村の参考に供することで、円滑な 同意に当たっての判断指針等を作成し 市町村の参考に供することで
制度運用が図られるものである。 円滑な制度運用が図られるものである。

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略）

（５）関係行政機関との調整 （５）関係行政機関との調整

① 市町村の都市計画担当部局は、地区計画を定める場合には、中小小 ① 市町村の都市計画担当部局は、地区計画を定める場合には、中小小
売・サービス業等の商業振興施策等との整合性を図る観点から商工部 売・サービス業等の商業振興施策等との整合性を図る観点から商工部
局と調整することが望ましく、港湾の秩序ある整備及び適切な運営と 局と調整することが望ましく、港湾の秩序ある整備及び適切な運営と
の整合を図る観点から港湾管理者と協議するとともに、農林水産担当 の整合を図る観点から港湾管理者と協議するとともに、農林水産担当
部局、農林水産関連企業担当部局その他関連部局と調整することが望 部局、農林水産関連企業担当部局その他関連部局と調整することが望
ましい。また、都道府県の都市計画担当部局は、法第１９条第３項に ましい。また、都道府県の都市計画担当部局は、法第１９条第３項に
基づく協議を行うに当たっては、当該地域の良好な自然環境を保全す 基づく協議又は同意を行うに当たっては、当該地域の良好な自然環境
る観点及び騒音等の環境保全上の支障を防止する観点から環境部局、 を保全する観点及び騒音等の環境保全上の支障を防止する観点から環
中小小売・サービス業等の商業振興施策等との整合性を図る観点から 境部局、中小小売・サービス業等の商業振興施策等との整合性を図る
商工部局と調整するとともに、農林水産担当部局、農林水産関連企業 観点から商工部局と調整するとともに、農林水産担当部局、農林水産

担当部局その他関連部局と調整することが望ましい。 関連企業担当部局その他関連部局と調整することが望ましい。

なお、地区計画の区域内に国有林野及び公有林野等官行造林地が含 なお、地区計画の区域内に国有林野及び公有林野等官行造林地が含

まれる場合には、市町村の都市計画担当部局は関係森林管理局と調整 まれる場合には、市町村の都市計画担当部局は関係森林管理局と調整

することが望ましい。 することが望ましい。

② （略） ② （略）

③ 市町村が市街化調整区域における地区計画を策定する場合には、都 ③ 市町村が市街化調整区域における地区計画を策定する場合には、都

、 、市計画担当部局はあらかじめ道路担当部局と調整することが望ましく 市計画担当部局はあらかじめ道路担当部局と調整することが望ましく

都道府県知事が、市街化調整区域における地区計画について協議を行 都道府県知事が、市街化調整区域における地区計画について協議又は

うに当たっては、都市計画担当部局は道路担当部局及び、土地利用基 同意を行うに当たっては、都市計画担当部局は道路担当部局及び、土

本計画との調整の観点から土地対策担当部局と調整することが望まし 地利用基本計画との調整の観点から土地対策担当部局と調整すること

い。 が望ましい。



- 6 -

④ 用途地域の定められていない土地の区域における地区計画を定める ④ 用途地域の定められていない土地の区域における地区計画を定める

場合農林水産部局又は農林水産関連企業担当部局との間で行う調整は 場合農林水産部局又は農林水産関連企業担当部局との間で行う調整は

次によることが望ましい。 次によることが望ましい。

) （略） ) （略）1 1
) 都道府県知事が地区計画について協議を行うに当たっては、都市 ) 都道府県知事が地区計画について協議又は同意を行うに当たって2 2
計画担当部局が農林水産担当部局との間で調整を行うときには、法 は、都市計画担当部局が農林水産担当部局との間で調整を行うとき
第１２条の５第１項第２号の要件に該当すると見込むに足りる資料 には、法第１２条の５第１項第２号の要件に該当すると見込むに足
を添えて行うこと。 りる資料を添えて行うこと。
) （略） ) （略）3 3

⑤ （略） ⑤ （略）

（６） （略） （６） （略）

２． （略） ２． （略）

３．地区計画の都市計画において決定すべき事項 ３．地区計画の都市計画において決定すべき事項

（１ ・ ２） （略） （１ ・ ２） （略））（ ）（

（３）再開発等促進区 （３）再開発等促進区

①・② （略） ①・② （略）

③ 配慮すべき事項 ③ 配慮すべき事項

)～ ) （略） )～ ) （略）1 5 1 5
) 他の法令等との調整 ) 他の法令等との調整6 6
再開発等促進区を定めるに当たっては、他の法令の規定等との調 再開発等促進区を定めるに当たっては、他の法令の規定等との調

整の観点から、以下によることが望ましい。 整の観点から、以下によることが望ましい。
ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略）
ｃ 都道府県は、再開発等促進区に関する事項について協議を行う ｃ 都道府県は、再開発等促進区に関する事項について協議又は同
に当たっては、水道法に基づく広域的水道整備計画、廃棄物の処 意を行うに当たっては、水道法に基づく広域的水道整備計画、廃
理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃 棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。
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棄物処理法」という ）に基づく一般廃棄物処理計画及び産業廃棄 以下「廃棄物処理法」という ）に基づく一般廃棄物処理計画及び。 。
物処理計画並びに医療法（昭和２３年法律第２０５号）に基づく 産業廃棄物処理計画並びに医療法（昭和２３年法律第２０５号）
医療計画の達成に支障がないように配慮することが望ましい。 に基づく医療計画の達成に支障がないように配慮することが望ま

しい。
) 関係行政機関との調整 ) 関係行政機関との調整7 7
ａ （略） ａ （略）
ｂ 再開発等促進区を定める地区計画を定めるに当たって、当該区 ｂ 再開発等促進区を定める地区計画を定めるに当たって、当該区
域内に保安林又は保安施設地区が含まれるときは、都道府県の都 域内に保安林又は保安施設地区が含まれるときは、都道府県の都

、 、 、 、市計画担当部局はその権限者と協議を行い 調整を了したうえで 市計画担当部局はその権限者と協議を行い 調整を了したうえで
都道府県は法第１９条第３項の協議を行うことが望ましい。 都道府県は法第１９条第３項の協議又は同意を行うことが望まし

い。
ｃ～ｅ （略） ｃ～ｅ （略）

（４） （略） （４） （略）

４．～６． （略） ４．～６． （略）

７．用途別容積型地区計画（法第１２条の９） ７．用途別容積型地区計画（法第１２条の９）

（１ ・ ２） （略） （１ ・ ２） （略））（ ）（

配慮すべき事項 配慮すべき事項（３） （３）

①～④ （略） ①～④ （略）

関係行政機関との調整 関係行政機関との調整⑤ ⑤
) （略） ) （略）1 1
) 都道府県知事が、用途別容積型地区計画について協議を行うに当 ) 都道府県知事が、用途別容積型地区計画について協議又は同意を2 2
たっては、当該計画の区域に係る良好な環境の保全・形成の観点か 行うに当たっては、当該計画の区域に係る良好な環境の保全・形成

ら必要があると認められるときは、都市計画担当部局は環境部局と の観点から必要があると認められるときは、都市計画担当部局は環

連携調整を図ることが望ましい。 境部局と連携調整を図ることが望ましい。

) （略） ) （略）3 3

８ ・９． （略） ８ ・９． （略）． ．
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Ｈ．防災街区整備地区計画等（法第１２条の４関係） Ｈ．防災街区整備地区計画等（法第１２条の４関係）

１．防災街区整備地区計画 １．防災街区整備地区計画

（密集法第３２条関連） （密集法第３２条関連）

（１ ・ ２） （略） （１ ・ ２） （略））（ ）（

（３）配慮すべき事項 （３）配慮すべき事項

①・② （略） ①・② （略）

③ 関係行政機関等との調整 ③ 関係行政機関等との調整

) （略） ) （略）1 1
) 非線引き都市計画区域内の用途地域が定められている地域並びに ) 非線引き都市計画区域内の用途地域が定められている地域並びに2 2

、 、市街化調整区域内における用途地域が定められている地域において 市街化調整区域内における用途地域が定められている地域において

防災街区整備地区計画を定めようとする場合に、当該防災街区整備 防災街区整備地区計画を定めようとする場合に、当該防災街区整備
地区計画の区域内に農用地が含まれるときは、法第１９条第３項の 地区計画の区域内に農用地が含まれるときは、法第１９条第３項の
規定に基づき都道府県知事が防災街区整備地区計画に関する都市計 規定に基づき都道府県知事が防災街区整備地区計画に関する都市計
画の協議を行うに当たり、都市計画担当部局は、あらかじめ農林水 画の協議又は同意を行うに当たり、都市計画担当部局は、あらかじ
産担当部局と、法第１２条の４第２項及び密集法第３２条第２項各 め農林水産担当部局と、法第１２条の４第２項及び密集法第３２条
号に定める事項の内容を示した資料を添えて協議を行うことが望ま 第２項各号に定める事項の内容を示した資料を添えて協議を行うこ
しい。 とが望ましい。
)～ ) （略） )～ ) （略）3 5 3 5

２． （略） ２． （略）

３．沿道地区計画 ３．沿道地区計画
（幹線道路の沿道の整備に関する法律（昭和５５年法律第３４号 （以下 （幹線道路の沿道の整備に関する法律（昭和５５年法律第３４号 （以下） ）
「沿道法」という ）第９条第１項関連） 「沿道法」という ）第９条第１項関連）。 。

（１ ・ ２） （略） （１ ・ ２） （略））（ ）（

配慮すべき事項 配慮すべき事項（３） （３）
)～ ) （略） )～ ) （略）1 6 1 6
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) 関係行政機関等との調整 ) 関係行政機関等との調整7 7
市町村の都市計画担当部局は、計画策定に当たっては、あらかじ 市町村の都市計画担当部局は、計画策定に当たっては、あらかじ
め、当該地域の良好な自然環境を保全する観点及び騒音等の環境保 め、当該地域の良好な自然環境を保全する観点及び騒音等の環境保
全上の支障を防止する観点から環境部局、中小小売・サービス業等 全上の支障を防止する観点から環境部局、中小小売・サービス業等
の商業振興施策等との整合性を図る観点から商工部局とそれぞれ調 の商業振興施策等との整合性を図る観点から商工部局とそれぞれ調

、 、 、 、 、 、整するとともに 農林水産関連企業担当部局 当該区域が港湾区域 整するとともに 農林水産関連企業担当部局 当該区域が港湾区域
臨港地区又は港湾隣接地域に係る場合には、港湾の秩序ある整備と 臨港地区又は港湾隣接地域に係る場合には、港湾の秩序ある整備と
適正な運営との整合を図る観点から関係港湾管理者と事前に十分協 適正な運営との整合を図る観点から関係港湾管理者と事前に十分協
議を行うこととし、また、都道府県の都市計画担当部局は、協議に 議を行うこととし、また、都道府県の都市計画担当部局は、協議又
当たっては、あらかじめ、当該地域の良好な自然環境を保全する観 は同意に当たっては、あらかじめ、当該地域の良好な自然環境を保
点及び騒音等の環境保全上の支障を防止する観点から環境部局、中 全する観点及び騒音等の環境保全上の支障を防止する観点から環境
小小売・サービス業等の商業振興施策等との整合性を図る観点から 部局、中小小売・サービス業等の商業振興施策等との整合性を図る
商工部局と調整するとともに、農林水産関連企業担当部局と協議す 観点から商工部局と調整するとともに、農林水産関連企業担当部局
ることとし、市街化調整区域又は非線引き都市計画区域内の用途地 と協議することとし、市街化調整区域又は非線引き都市計画区域内
域が定められていない地域において策定する場合には農林担当部局 の用途地域が定められていない地域において策定する場合には農林
と意見調整を行うことが望ましい。 担当部局と意見調整を行うことが望ましい。

４．集落地区計画 ４．集落地区計画
（集落法第５条第１項関連） （集落法第５条第１項関連）

（１ ・ ２） （略） （１ ・ ２） （略））（ ）（

配慮すべき事項 配慮すべき事項（３） （３）
①・② （略） ①・② （略）

③ 他の法令等との調整 ③ 他の法令等との調整
)～ ) （略） )～ ) （略）1 6 1 6
) 都道府県の都市計画担当部局は、集落地区計画の策定又は変更の ) 都道府県の都市計画担当部局は、集落地区計画の策定又は変更の7 7
協議に当たっては、水道法に基づく広域的水道整備計画、廃棄物処 協議又は同意に当たっては、水道法に基づく広域的水道整備計画、
理法に基づく一般廃棄物処理計画及び産業廃棄物処理計画並びに医 廃棄物処理法に基づく一般廃棄物処理計画及び産業廃棄物処理計画
療法に基づく医療計画の達成に支障がないよう配慮することが望ま 並びに医療法に基づく医療計画の達成に支障がないよう配慮するこ
しい。 とが望ましい。
) （略） ) （略）8 8

④ 関係行政機関との調整 ④ 関係行政機関との調整
) 市町村が集落地区計画に関する都市計画を決定しようとする場合 ) 市町村が集落地区計画に関する都市計画を決定しようとする場合1 1



- 10 -

には、その内容について都道府県知事に協議しなければならないほ には、その内容について都道府県知事に協議しなければならず、町
か、都道府県知事が定めた基本方針に基づいたものとなっているこ 村にあっては、都道府県知事のの同意を得なければならないほか、
と及び都市計画の一体性という観点より他の都市計画との調和がと 都道府県知事が定めた基本方針に基づいたものとなっていること及
られていることが必要があることから、あらかじめ市町村と都道府 び都市計画の一体性という観点より他の都市計画との調和がとられ
県との間で緊密な連絡調整を行い、都市計画の一体性等を確保する ていることが必要があることから、あらかじめ市町村と都道府県と
ことが望ましい。 の間で緊密な連絡調整を行い、都市計画の一体性等を確保すること
) （略） が望ましい。2
) 都道府県の都市計画担当部局は、集落地区計画の策定又は変更の ) （略）3 2
協議に当たっては、あらかじめ、当該地域の良好な自然環境を保全 ) 都道府県の都市計画担当部局は、集落地区計画の策定又は変更の3
する観点及び騒音等の環境保全上の支障を防止する観点から環境部 協議又は同意に当たっては、あらかじめ、当該地域の良好な自然環
局、中小小売・サービス業等の商業振興施策等との整合性を図る観 境を保全する観点及び騒音等の環境保全上の支障を防止する観点か
点から商工部局とそれぞれ調整するとともに、農林水産担当部局、 ら環境部局、中小小売・サービス業等の商業振興施策等との整合性
農林水産関連企業担当部局その他関連部局と協議することが望まし を図る観点から商工部局とそれぞれ調整するとともに、農林水産担
い。 当部局、農林水産関連企業担当部局その他関連部局と協議すること

が望ましい。

Ｉ． （略） Ｉ． （略）

Ⅴ．都市計画決定手続等 Ⅴ．都市計画決定手続等

１． （略） １． （略）

２．個別の都市計画決定手続等について ２．個別の都市計画決定手続等について

（都道府県の協議等） （都道府県の協議又は同意等）

都市計画は、現在及び将来における都市の機能を確保し、発展の方向を 都市計画は、現在及び将来における都市の機能を確保し、発展の方向を
定めるものであり、都道府県と市町村が都市計画決定権者として都市計画 定めるものであり、都道府県と市町村が都市計画決定権者として都市計画
を定める場合に、適切な役割分担の上でそれぞれが定める都市計画相互に を定める場合に、適切な役割分担の上でそれぞれが定める都市計画相互に
矛盾を生じるようなことがあってはならず、また、都市計画が総合して一 矛盾を生じるようなことがあってはならず、また、都市計画が総合して一
体のものとして有効に機能するものとする必要がある。 体のものとして有効に機能するものとする必要がある。
このため、法第１９条第３項において、市町村が都市計画区域又は準都 このため、法第１９条第３項において、市町村が都市計画区域又は準都

市計画区域について都市計画を決定しようとするときは、あらかじめ、都 市計画区域について都市計画を決定しようとするときは、あらかじめ、都
道府県知事に協議しなければならないとされている。 道府県知事に協議しなければならず、この場合において町村にあっては、

都道府県知事の同意を得なければならないとされている。
都道府県知事は、市町村との当該協議に当たっては、一の市町村を超え 都道府県知事は、市町村との当該協議に当たっては、一の市町村を超え
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る広域の見地からの調整を図る観点又は都道府県が定め、若しくは定めよ る広域の見地からの調整を図る観点又は都道府県が定め、若しくは定めよ
、 、 、 、うとする都市計画との適合を図る観点から行うものとされており 例えば うとする都市計画との適合を図る観点から行うものとされており 例えば

、 、都市計画区域マスタープランその他都道府県が定める都市計画との適合性 都市計画区域マスタープランその他都道府県が定める都市計画との適合性
都市圏における都市構造や広域的なインフラに与える影響、周辺市町村へ 都市圏における都市構造や広域的なインフラに与える影響、周辺市町村へ
の影響等を勘案して判断することとなる。このため、こうした協議の観点 の影響等を勘案して判断することとなる。このため、こうした協議の観点
から必要となる範囲において説明や資料作成等を求めるべきである。 から必要となる範囲において説明や資料作成等を求めるべきである。
また、市町村は、法第６条の２第３項の規定により、都市計画区域マス また、市町村は、法第６条の２第３項の規定により、都市計画区域マス

タープランに即したものとなるよう都市計画を定めなければならず、その タープランに即したものとなるよう都市計画を定めなければならず、その
ため、都道府県は、都市構造の目標その他主要な都市計画の方針を明らか ため、都道府県は、都市構造の目標その他主要な都市計画の方針を明らか
にし、それをあらかじめ都市計画区域マスタープラン等に定めておくこと にし、それをあらかじめ都市計画区域マスタープラン等に定めておくこと
が望ましい。 が望ましい。
都道府県知事は、当該協議に当たり、必要があると認めるときは、関係 都道府県知事は、当該協議に当たり、必要があると認めるときは、関係

市町村に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求める 市町村に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求める
ことができることとされている。これは、都道府県が当該市町村以外の市 ことができることとされている。これは、都道府県が当該市町村以外の市
町村の状況を円滑に把握できるよう設けられたものであり、都道府県知事 町村の状況を円滑に把握できるよう設けられたものであり、都道府県知事
は、市町村が定めようとする都市計画による影響が広域に及ぶと目される は、市町村が定めようとする都市計画による影響が広域に及ぶと目される
場合には、広域の観点からの判断を適正に行うため、必要に応じて、関係 場合には、広域の観点からの判断を適正に行うため、必要に応じて、関係
市町村に意見の開陳等を求めることが望ましい。 市町村に意見の開陳等を求めることが望ましい。
市町村は、当該協議において、都道府県知事に対し、定めようとする都 市町村は、当該協議において、都道府県知事に対し、定めようとする都

市計画の案を丁寧に説明し、都道府県知事は、協議を受けるときはできる 市計画の案を丁寧に説明し、都道府県知事は、協議を受けるときはできる
限り速やかに協議に係る都市計画の案について検討すべきである。 限り速やかに協議に係る都市計画の案について検討すべきである。
また、都道府県知事は、当該市町村又は関係市町村と異なる判断をする また、都道府県知事は、当該市町村又は関係市町村と異なる判断をする

場合にあっては、その理由を明確に示す必要がある。一方、市町村は、都 場合にあっては、その理由を明確に示す必要がある。一方、市町村は、都
道府県知事から都市計画の案に対する意見が示された場合には、当該意見 道府県知事から都市計画の案に対する意見が示された場合には、当該意見
に対し、真摯に検討した上で市町村としての考え方を示すなど、都道府県 に対し、真摯に検討した上で市町村としての考え方を示すなど、都道府県
知事と市町村は相互に説明を尽くし、協議が調うよう努めるべきである。 知事と市町村は相互に説明を尽くし、協議が調うよう努めるべきである。
こうした考え方を踏まえ、協議の透明化、実質化、円滑化等を図るため、 こうした考え方を踏まえ、協議の透明化、実質化、円滑化等を図るため、
標準的な協議の実施方法等について、都道府県と市町村の間で調整の上ル 標準的な協議の実施方法等について、都道府県と市町村の間で調整の上ル
ール化し、これを明示しておくことが望ましい。その際、以下のような点 ール化し、これを明示しておくことが望ましい。その際、以下のような点
についてルール化することが考えられる。 についてルール化することが考えられる。
・都市計画の案の公告・縦覧、都市計画審議会への付議等法令上必要とさ ・都市計画の案の公告・縦覧、都市計画審議会への付議等法令上必要とさ
れている都市計画決定手続を開始する以前の段階における事前協議の活 れている都市計画決定手続を開始する以前の段階における事前協議の活
用を基本とすることにより、協議の円滑化を図ること。その際、都市計 用を基本とすることにより、協議の円滑化を図ること。その際、都市計
画の案の公告・縦覧に先立って、十分な時間的余裕を持って事前協議を 画の案の公告・縦覧に先立って、十分な時間的余裕を持って事前協議を
行うこと。 行うこと。

・都道府県知事は、事前協議を含め協議を行う場合の標準的な協議期間を ・都道府県知事は、事前協議を含め協議を行う場合の標準的な協議期間を
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あらかじめ設定することにより協議の時間管理を行うこと（その際、都 あらかじめ設定することにより協議の時間管理を行うこと（その際、都
道府県知事が関係市町村に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他 道府県知事が関係市町村に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他
必要な協力を求めた上で、それを協議に反映することができるよう、十 必要な協力を求めた上で、それを協議に反映することができるよう、十
分な期間を設定すべきである。この場合において、不必要に協議が長期 分な期間を設定すべきである。この場合において、不必要に協議が長期
化することのないよう留意すべきである。また、都市計画の案が事前協 化することのないよう留意すべきである。また、都市計画の案が事前協
議を了したものから修正がない場合には、合理的な範囲内において、標 議を了したものから修正がない場合には、合理的な範囲内において、標
準的な協議期間よりも実際の協議期間を短縮することが考えられる 。 準的な協議期間よりも実際の協議期間を短縮することが考えられる 。。） 。）

・事前協議を含む協議における都道府県知事の意見を踏まえた案としない ・事前協議を含む協議における都道府県知事の意見を踏まえた案としない
場合には、当該都市計画の案を都市計画審議会に付議する際、当該意見 場合には、当該都市計画の案を都市計画審議会に付議する際、当該意見
の内容及びそれを踏まえないこととする考え方を都市計画審議会に提出 の内容及びそれを踏まえないこととする考え方を都市計画審議会に提出
すること。 すること。
なお、法第２４条第６項において、都道府県は、必要があると認めると なお、法第２４条第６項において、都道府県は、必要があると認めると

きは、市町村に対し、期限を定めて必要な措置をとるべきことを求めるこ きは、市町村に対し、期限を定めて必要な措置をとるべきことを求めるこ
と（以下「措置の求め」という ）ができるとされている。都道府県は、市 と（以下「措置の求め」という ）ができるとされている。都道府県は、市。 。
町村と都道府県知事との協議の過程で措置の求めを行う場合には、不要又 町村と都道府県知事との協議の過程で措置の求めを行う場合には、不要又
は不当な措置の求めが行われることのないよう、法第１９条第４項に規定 は不当な措置の求めが行われることのないよう、法第１９条第４項に規定
する協議の観点（一の市町村の区域を超える広域の見地からの調整を図る する協議の観点（一の市町村の区域を超える広域の見地からの調整を図る
観点又は都道府県が定め、若しくは定めようとする都市計画との適合を図 観点又は都道府県が定め、若しくは定めようとする都市計画との適合を図
る観点）と同様の観点から行うべきである。この場合において、協議の透 る観点）と同様の観点から行うべきである。この場合において、協議の透
明化を図る観点から、以下の点について留意することが望ましい。 明化を図る観点から、以下の点について留意することが望ましい。
・都道府県が措置の求めを行う場合には、その合理的な理由についてもあ ・都道府県が措置の求めを行う場合には、その合理的な理由についてもあ
わせて明示すること。 わせて明示すること。

・市町村が措置の求めを受けた場合には、これに対して講じた措置若しく ・市町村が措置の求めを受けた場合には、これに対して講じた措置若しく
は講じようとする措置又は何ら措置を講じない場合にはその旨を、合理 は講じようとする措置又は何ら措置を講じない場合にはその旨を、合理
的な理由を付して明示すること。 的な理由を付して明示すること。
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